
標準文書保存期間基準＜内閣参事官（高齢対策、退職管理担当）＞

＜高齢対策＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

〇年度標準文書保
存期間基準の改正

14

標準文書
保存期間
基準の制
定または改
廃の検討そ
の他経緯

その他の規
則の制定又
は改廃の検
討その他経
緯等

制定又は改廃のための
決裁文書

・改正案 10年 移管

標準文書保存期間
基準

22
文書の管
理等に関す
る事項

文書の管理
等

行政文書ファイル管理
簿その他の業務に常時
利用するものとして継
続的に保存すべき行政
文書

・保存期間表 常用 廃棄

所管法律の
制定・改廃

○年度　国家公務員
法の改廃

1

国家公務
員法の改
廃及びその
経緯

法律の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・各省への協議案、質
問・意見への回答
・５点セット（要綱、法律
案、理由、新旧対照条
文、参照条文）
・閣議請議書
・官報の写し
・逐条解説

20年 移管

関係法律の
制定・改廃

○年度　○○法関係 1

関係法律
の制定・改
廃の検討そ
の他経緯
等

関係法律の
立案の検討
その他の経
緯等

関係法律の制定又は
改廃のための文書等

・法制局提出資料
・各省への協議案、質
問・意見への回答
・５点セット（要綱、法律
案、理由、新旧対照条
文、参照条文）
・官報の写し
・逐条解説

20年 移管

政令（高齢対
策）

所管政令の
制定・改廃

○年度　国家公務員
法の改正に伴う又は
同法の規定に基づく
政令の制定・改廃

3

国家公務
員法の改
正に伴う又
は同法の
規定に基づ
く政令の制
定・改廃

政令の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・各省への協議案、質
問・意見への回答
・５点セット（要綱、政令
案、理由、新旧対照条
文、参照条文）
・閣議請議書
・官報の写し
・逐条解説

20年 移管

事項

文書管理（高
齢対策）

文書管理

法律（高齢対
策）



＜高齢対策＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

〇年度　第○回国会
国会審議（想定問答
等）

・想定問答
・演説

10年 移管

〇年度　第○回国会
国会審議（審議録
等）

・答弁書
・議員への説明
・審議録

10年 廃棄

資料要求 〇年度　資料要求 23

国会の委
員会からの
資料要求
等に関する
事項

資料要求等
に関する経
緯

政党等からの資料要求
等に関する文書

・提出資料 １年 廃棄

組合対応（高
齢対策）

組合対応 ○年度　組合対応 －
組合からの
要求に関す
る事項

組合からの
要求への対
応

組合会見に係る文書
・答弁書
・会見議事録

10年 廃棄

国会（高齢対
策）

質問主意書
〇年度　第○回国会
質問主意書に対する
答弁等

5
閣議の決
定及びその
経緯

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・答弁案
・閣議請議書
・案件表
・配付資料
・答弁書

20年 移管

国会審議等 21
国会におけ
る審議等に
関する事項

国会審議 国会審議文書

質問主意書
に対する答
弁に関する
閣議の求め
及び国会に
対する答弁
その他の重
要な経緯



＜高齢対策＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

－

国家公務
員高齢者
雇用推進
専門部会に
関する事項

会議 会議で使用された文書
・事務連絡
・配付資料等

3年 廃棄

－
会議の開
催に関する
事項

会議の実施
会議に関する企画、運
営及び経理

・経費支出伺い 5年 廃棄

○年度  再任用状況
調査

－

再任用制
度の運用
状況の把
握

調査
調査の実施及び取りま
とめに関する文書

・事務連絡
・調査票
・各府省回答
・調査結果(一覧表)

10年 移管

○年度　専門スタッフ
職調査

－

専門スタッ
フ職制度の
運用状況
の把握

調査
調査の実施及び取りま
とめに関する文書

・事務連絡
・調査票
・各府省回答
・調査結果(一覧表)

10年 移管

平成28年度　専門ス
タッフ職４級新設関係

1,3,4

法律等の
制定又は
改廃及びそ
の経緯

法律等の立
案、協議、閣
議、経緯等

立案の検討に関する文
書等

・人事院への検討依頼
・閣議請議書

20年 移管

○年度　経費支出 －
経費に関す
る事項

経費の管理 経理 ・経費支出伺い 5年 廃棄

○年度　雇用と年金
の接続関係

5
閣議の決
定及びその
経緯

雇用と年金
の接続のあ
り方に関す
る検討の経
緯

立案の検討に関する文
書

・議員への説明
・会議資料
・関係省庁へのヒヤリン
グ

20年 移管

〇年度　国家公務員
の年齢構成関係

5
閣議の決
定及びその
経緯

雇用と年金
の接続のあ
り方に関す
る検討の経
緯

立案の検討に関する文
書

・議員への説明
・会議資料

20年 移管

〇年度　民間ヒアリン
グ

5
閣議の決
定及びその
経緯

雇用と年金
の接続のあ
り方に関す
る検討の経
緯

立案の検討に関する文
書

・民間企業の状況調査 20年 移管

○年度　定年の引上
げ関係

5
閣議の決
定及びその
経緯

定年の引上
げに関する
検討の経緯

立案の検討に関する文
書

・会議資料
・人事院への検討依頼

20年
移管

○年度　経費支出 －
経費に関す
る事項

経費の管理 経理 ・経費支出伺い 5年 廃棄

○年度　○○調査 － 調査関係 調査
調査に関する企画、運
営

・調査要領 3年 廃棄

○年度　○○調査
（外部委託）

- 調査関係 調査
調査に関する企画、運
営及び経理

・調査要領
・請負関係

5年 廃棄

○年度　国家公務員
高齢者雇用推進専
門部会関係

専門スタッフ
職

雇用と年金
の接続

定年の引上
げ

調査・研究
（高齢対策）

調査・研究

企画（高齢対
策）

国家公務員
高齢者雇用
推進



＜高齢対策＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

退職準備プ
ログラム等
講習会

○年度　退職準備プ
ログラム等担当者等
講習会

－
講習会の
開催に関す
る事項

講習会の実
施

講習会の企画、運営及
び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

ニューライフ
サイクルセミ
ナー

○年度　「ニューライ
フサイクルを考えるセ
ミナー」

－
セミナーの
開催に関す
る事項

セミナーの実
施

セミナーの企画、運営
及び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

平成25年度
「中高年のた
めのキャリ
ア・デザイ
ン」支援担当
者講習会

平成25年度「中高年
のためのキャリア・デ
ザイン」支援担当者
講習会

－

平成25年
度「中高年
のための
キャリア・デ
ザイン」支
援担当者
講習会開
催に関する
事項

講習会の実
施

講習会の企画、運営及
び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

キャリア・デ
ザイン支援
セミナー

○年度キャリア・デザ
イン支援セミナー

－
セミナーの
開催に関す
る事項

セミナーの実
施

セミナーの企画、運営
及び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

再任用に向
けた意識改
革のための
「キャリア・シ
フトチェンジ」
ワークショッ
プ

○年度再任用に向け
た意識改革のための
「キャリア・シフトチェ
ンジ」ワークショップ

－
ワークショッ
プの開催に
関する事項

ワークショッ
プの実施

ワークショップの企画、
運営及び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

「キャリア・シ
フトチェンジ」
ワークショッ
プ

○年度「キャリア・シ
フトチェンジ」ワーク
ショップ

－
ワークショッ
プの開催に
関する事項

ワークショッ
プの実施

ワークショップの企画、
運営及び経理

・実施要領
・経費支出伺い

5年 廃棄

情報公開（高
齢対策）

情報公開・
個人情報保
護

○年度　情報公開・
個人情報保護の開
示請求

11（2）

個人の権
利義務の
得喪及びそ
の経緯

情報公開・
個人情報保
護に関する
書類

開示又は不開示の決
定に係る決裁文書

・開示請求書
・開示決定又は不開示
決定通知案

5年 廃棄

研修（高齢対
策）



＜退職管理＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

〇年度標準文書保
存期間基準の改正

14

標準文書
保存期間
の制定また
は改廃の
検討その他
経緯

その他の規
則の制定又
は改廃の検
討その他経
緯等

制定又は改廃のための
決裁文書

・改正案 10年 移管

標準文書保存期間
基準

22
文書の管
理等に関す
る事項

文書の管理
等

行政文書ファイル管理
簿その他の業務に常時
利用するものとして継
続的に保存すべき行政
文書

・保存期間表 常用 廃棄

第○回国会　国会審
議（想定問答等）

・想定問答
・演説

10年 移管

第○回国会　国会審
議（審議録等）

・答弁書
・議員への説明
・国会審議録

10年 廃棄

質問主意書
第○回国会　質問主
意書に対する答弁等

5
閣議の決
定及びその
経緯

質問主意書
に対する答
弁に関する
閣議の求め
及び国会に
対する答弁
その他の重
要な経緯

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・答弁案
・閣議請議書
・案件表
・配付資料
・答弁書

20年 移管

法律（退職管
理）

所管法律の
制定・改廃

〇○年度　国家公務
員法の改廃

1

国家公務
員法の改
廃及びその
経緯

法律の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・各省への協議案、質
問・意見への回答
・５点セット（要綱、政令
案、理由、新旧対照条
文、参照条文）
・閣議請議書
・官報の写し
・逐条解説

20年 移管

〇○年度　職員の退
職管理に関する政令
及び特定独立行政法
人の役員の退職管
理に関する政令の改
廃

3

職員の退
職管理に関
する政令及
び特定独立
行政法人
の退職管
理に関する
政令の改
廃及びその
経緯

政令の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・法制局提出資料
・各省への協議案、質
問・意見への回答
・５点セット（要綱、政令
案、理由、新旧対照条
文、参照条文）
・閣議請議書
・意見公募要領
・官報の写し
・逐条解説

20年 移管

○○年度　自衛隊法
施行令の改廃

-

自衛隊法
施行令に関
する政令の
改廃及びそ
の経緯

政令の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書

・決裁文書
・官報の写し

20年 移管

事項

文書管理（退
職管理）

文書管理

国会（退職管
理）

国会審議等 21
国会におけ
る審議等に
関する事項

国会審議 国会審議文書

政令（退職管
理）

所管政令等
の制定・改
廃



＜退職管理＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

〇〇年度　職員の退
職管理に関する内閣
官房令及び特定独立
行政法人の役員の
退職管理に関する内
閣官房令の改廃

4

職員の退
職管理に関
する内閣官
房令及び特
定独立行
政法人の
退職管理に
関する内閣
官房令の
改廃及びそ
の経緯

内閣官房令
の立案の検
討その他の
経緯等

内閣官房令の制定又
は改廃のための決裁文
書等

・官房令案
・参照条文
・意見公募要領
・官報の写し

20年 移管

〇〇年度　一般定年
等隊員の退職管理に
関する命令の改廃

4

一般定年
等隊員の
退職管理に
関する命令
の改廃及び
その経緯

内閣官房令
の立案の検
討その他の
経緯等

内閣官房令の制定又
は改廃のための決裁文
書等

・官房令案
・参照条文
・意見公募要領
・官報の写し

20年 移管

その他省令
の制定・改
廃

〇〇年度　関係行政
機関が所管する法令
に係る情報通信技術
を活用した行政の推
進等に関する法律施
行規則の改廃

4

関係行政
機関が所
管する法令
に係る情報
通信技術を
活用した行
政の推進
等に関する
法律施行
規則の改
廃及びその
経緯

規則の立案
の検討その
他の経緯等

規則の制定又は改廃
のための決裁文書等

・規則案
・参照条文
・意見公募要領
・官報の写し

20年 移管

閣議決定（退
職管理）

退職管理基
本方針の制
定・改廃

〇○年度　退職管理
基本方針の改廃

5
閣議の決
定及びその
経緯

退職管理基
本方針の立
案、協議、閣
議、経緯等

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書

・各省への協議案、質
問・意見への回答
・閣議請議書

20年 移管

総理大臣決
定（退職管
理）

内閣総理大
臣決定の制
定・改廃

〇○年度　内閣総理
大臣決定の改廃等

9

内閣総理
大臣決定
の改廃及び
その経緯

内閣総理大
臣決定の立
案の検討そ
の他経緯等

内閣総理大臣決定の
制定又は改廃のための
決裁文書等

・総理大臣決定案
・新旧対照条文・参照
条文
・公文の写し

10年 移管

告示、訓令、
通達及びそ
の他の規則
（退職管理）

告示、訓令、
通達及びそ
の他の規則
の制定・改
廃

〇○年度　退職管理
に係る告示、訓令、
通達及びその他の規
則の制定・改廃

14

告示、訓
令、通達及
びその他の
規則の制
定又は改
廃及びその
経緯

告示、訓令、
通達及びそ
の他の規則
の立案の検
討その経緯
等

告示、訓令、通達及び
その他の規則の制定又
は改廃のための決裁文
書等

・告示案、規則案
・決裁文書
・官報の写し

10年 廃棄

官房令（退職
管理）

所管内閣官
房令の制
定・改廃



＜退職管理＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

〇○年度　各府省等
への通知

9

再就職等
規制の遵
守のための
各府省等
への通知

通知
再就職等規制の遵守
のための各府省等への
通知

・国家公務員の再就職
等規制の遵守の徹底
等について
・再就職情報に関する
届出の確認徹底につい
て

10年 移管

○○年度　適正な退
職管理の推進に係る
基礎文書

-

適正な退職
管理の推
進に関する
事項

適正な退職
管理の推進

適正な退職管理の推進
の実施に関する基礎文
書

・再就職等規制の推進
に係る資料
・事務連絡

10年 廃棄

○○年度　適正な退
職管理の推進に係る
広報資料

-

適正な退職
管理の推
進に関する
事項

適正な退職
管理の推進

適正な退職管理の推進
の実施に係る広報資料

・パンフレット
・リーフレット

10年 移管

〇○年度　内閣総理
大臣の定めに基づく
届出

-

独立行政
法人通則
法第60条
第３項に規
定する内閣
総理大臣
の定めに基
づく届出に
関する事項

届出の受領 届出に係る文書
・届出
・添付資料

10年 廃棄

○○年度　官民人材
交流センターからの
事業報告

-

国家公務
員法第18
条の６第２
項に規定す
る内閣総理
大臣の定め
に基づく事
業報告

報告の受領 報告に係る文書
・報告
・添付資料

3年 廃棄

「国と特に密接な関
係がある」公益法人
への該当性の報告
関係（〇○年度）

-

法律の規
定等に基づ
く制度の実
施に関する
事項

法律に規定
されている事
項に関する
報告受理等

報告及びその整理文書
・法人からの報告文書
・報告のとりまとめ簿
・ＨＰ掲載用資料

10年 廃棄

〇〇年度　「国と特に
密接な関係がある」
公益法人への指導
の指針の制定・改廃

12

「国と特に
密接な関係
がある」公
益法人へ
の指導の
指針に関す
る経緯

「国と特に密
接な関係が
ある」公益法
人への指導
の指針に関
する経緯

行政手続法第２条第８
号ニに規定する指導の
指針に関する決裁文書
等

・指針案
・新旧対象条文・参照
条文
・意見公募要領

10年 移管

企画（退職管
理）

適正な退職
管理の推進

届出・報告
（退職管理）

内閣総理大
臣の定めに
基づく届出・
報告

密接関連法
人関係



＜退職管理＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

同一府省退職者が３
代以上連続して再就
職している独立行政
法人等におけるポス
トに関する調査の実
施に係る資料

-

同一府省
退職者が３
代以上連
続して再就
職している
独立行政
法人等にお
けるポスト
に関する調
査に関する
事項

調査 調査の実施に係る資料
・事務連絡
・調査票
・調査要領

3年 廃棄

同一府省退職者が３
代以上連続して再就
職している独立行政
法人等におけるポス
トに関する調査の公
表に係る資料

-

同一府省
退職者が３
代以上連
続して再就
職している
独立行政
法人等にお
けるポスト
に関する調
査に関する
事項

調査 調査の公表に係る文書
・報告書
・想定問答

3年 移管

再就職等規制に関す
る情報収集に係る資
料（〇年度）

-

再就職等
規制に関す
る情報収集
に係る資料

情報の収集
調査

情報の収集及び分析そ
の他の調査の結果に関
する文書

・情報収集及び分析に
係る資料

3年 廃棄

再就職規制に関する
全省庁調査の実施に
係る資料

-

再就職規
制に関する
全省庁調
査に関する
事項

調査 調査の実施に係る資料
・事務連絡
・調査票
・調査要領

3年 廃棄

再就職規制に関する
全省庁調査の公表に
係る文書

-

再就職規
制に関する
全省庁調
査に関する
事項

調査 調査の公表に係る文書
・報告書
・想定問答

3年 移管

調査（退職管
理）

各種調査関
係



＜退職管理＞ 最終改正　令和４年12月16日

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル）
業務の区分

当該業務に係る行政文
書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了時の
措置

事項

国家公務員法第106
条の25第１項等に基
づく報告関係（〇○
年○月～○月分）

5

法律の規
定等に基づ
く報告等に
関する事項
（閣議案
件）

閣議報告及
び公表

閣議を求めるための決
裁文書及び閣議に提出
された文書等

・閣議請議書
・閣議報告案
・案件表
・配付資料
・公表資料
・作業依頼
・通知及び届出
・受領データ簿
・各省協議資料
・説明資料

20年 移管

申合せ（退職
管理）

申合せの制
定・改廃

○○年度　申合せの
制定・改廃

8

複数の行
政機関によ
る申合せ及
びその経緯

申合わせの
立案の検討
その他の重
要な経緯

制定又は改廃のための
文書

・各省への協議案
・各省からの質問意見
等
・申合せ

10年 移管

各府省等か
らの資料提
供依頼（退職
管理）

各府省等か
らの資料提
供依頼

〇〇年度　各府省等
からの資料提供依頼

-
資料提供
依頼に対す
る回答

回答 回答を行うための文書
・各府省等からの資料
提供依頼に対する回答
文書

３年 廃棄

法制執務業
務支援シス
テム（退職管
理）

法制執務業
務支援シス
テム

〇○年度　法令収録
決裁手続

-

法制執務
業務支援シ
ステムに関
する事項

法令の登録 法令の登録法令文書
法制執務業務支援シス
テムへの登録

1年 廃棄

情報公開（退
職管理）

情報公開・
個人情報保
護

〇○年度　情報公開
請求

11(2)

情報公開・
個人情報
保護に関す
る事項

情報公開請
求等

情報公開請求に関する
文書

・情報公開請求文書
・決裁文書

5年 廃棄

会計（退職管
理）

予算要求及
び予算執行

○○年度　予算の要
求及び経費支出

-
予算に関す
る事項

予算の管理 経理
・予算要求
・仕様書

5年 廃棄

閣議報告・公
表（退職管
理）

再就職情報
の報告、公
表関係 国家公務員法第106

条の25第２項等に基
づく公表関係（〇○
年度分）

5

法律の規
定等に基づ
く公表等に
関する事項
（閣議案
件）

公表を行うための文書

・閣議請議書
・閣議報告案
・案件表
・配付資料
・作業依頼
・公表資料
・各省協議資料
・説明資料

20年 移管

特別職国家公務員
の再就職状況の公
表関係（〇○年度
分）

-

閣議決定
等に基づく
公表のとり
まとめ等に
関する事項

公表 公表を行うための文書

・事務連絡
・公表資料
・受領データ簿
・各省協議資料
・説明資料

公表

移管

10年 移管

独法等役員
の公表関係

独立行政法人等の
役員に就いている退
職公務員等の状況
の公表関係（〇○年
度分）

-

閣議決定に
基づく公表
のとりまと
め等に関す
る事項

公表 公表を行うための文書

・事務連絡
・公表資料
・受領データ簿
・各省協議資料
・説明資料

10年
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